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農林水産省農林水産技術会議事務局とイスラエル農業・農村

開発省による農業分野の共同研究の支援に関するMOＣの

締結 

 

 

２０１６年１１月３０日、西郷正道農林水産省農林水産技術会議事務局長とアビ・ペル

ル・イスラエル農業・農村開発省チーフサイエンティストが、ルツ・カハノフ在京イスラ

エル大使立ち会いの下、二国間における農業分野の共同研究の支援を目的としたＭＯＣ（相

互協力に関する覚書）を締結しました。 

  

 

 

２０１４年５月、ネタニヤフ首相訪日の際の共同声明において、農業研究機関の交流を

含む農水産業の協力の重要性を確認し、翌年１月、イスラエル政府が日本との協力強化に

関する「イスラエル日本間経済協力強化計画」を承認しました。 

また、２０１５年４月、西郷事務局長とカハノフ在京イスラエル大使との会合において、

両国研究者間の交流について、合意されました。これを受けて、２０１６年２月、日本側

調査団が共同研究の可能性を探るため、イスラエルを訪問し、農業研究施設の視察、研究

者との意見交換を行い、各分野における検討が進められることとなりました。 

 

今回、ペルル・チーフサイエンティストが、農研機構(NARO)－イスラエル国立農業研究

所(ARO)国際シンポジウムへ参加するため訪日する機会をとらえ、滞在中の１１月３０日に、

農林水産技術会議事務局において、二国間における農業分野の共同研究の支援を目的とし

たＭＯＣに西郷事務局長、ペルル・チーフサイエンティスト、カハノフ大使の間で署名し

ました。 

（左より、イリット公使、カハノフ大使、ペル

ル・チーフサイエンティスト、西郷事務局長） 

（左より、ペルル・チーフサイエンティスト、

カハノフ大使、西郷事務局長） 



 

本協力への署名は、２０１４年の共同声明に基づき、両国間の農水産業における協力強

化のための取り組みの一つとなることが期待されており、具体的な共同研究テーマについ

ては、現在両国間で調整中です。 

 

 

【本件に関する問い合わせ先】 

◆イスラエルでの取材について 

在イスラエル日本国大使館 

経済班 五十嵐 

TEL 054-882-4868 

◆本邦での取材について 

農林水産省農林水産技術会議事務局 

 国際研究官室 掛部 

TEL 03-3502-7466 

 


